
港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

50.3 ％ 49.2 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

96.0 ％ 97.8 ％
職
員

0.60 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

1,407

78,128

　H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」（H28年11月
中間見直し）における
2つの目標（「利用で
きる海辺を増やす」
「親しまれる度合いを
高める」）を実現する
ための様々な取り組み
について、その検証及
びプランの進捗管理等
を行う。

10,000

市民が海辺と親し
み憩うための緑地
整備

整備
保全
課

　水際線において、海
辺の眺望や親水空間を
備えた緑地を整備する
ことにより、市民に安
らぎや憩いの空間を提
供する。

単年度目標
設定なし

9,300

130,613

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

Ⅲ-1-
(2)-③ 
市民に親
しまれる
水際線・
農山村風
景づくり

4
港湾施設整備事
業（緑地整備）

3
計画
課

―

平成27年度
（52.4％）

比増

単年度目標
設定なし

1,115

3地区の
緑地整備
(H33年度）

1,217

75％
(H32年
度)

―

―

臨海部防災拠点を
構成する耐震強化
岸壁の整備（西海
岸地区）

―

― ―

― 2,900―

単年度目標
設定なし

35.6％
(H23年
度)

200,000 0 0 遅れ

　工事の支障物件に関わる関
係者との合意形成に時間を有
し、工事着手に至っていない
ため、「遅れ」と判断。

Ⅱ-1-
(4)-⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

2
国直轄事業負担
金（耐震強化岸
壁整備）

計画
課

　大規模震災時にも物
資等の海上輸送機能を
確保するため、耐震強
化岸壁を整備する。

　本市の高潮対策の重要性を
継続して国に伝え、予算の確
保に努める。今後も継続して
護岸を整備し、施設の早期完
成を目指す。

係
長

0.15 人
やや
遅れ

114,171 5,650

人

― ―

白野江地区護岸整
備による後背地防
護面積

―

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

―

Ⅱ-1-
(4)-④ 
総合的な
災害対策
の推進

1
海岸（高潮）事
業

整備
保全
課

　災害に強い都市づく
りの一環として、高潮
等の災害から市民の生
命や財産を守るため
に、臨海部において護
岸整備を行う。

新門司北地区北護
岸整備による後背
地防護面積

人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

単年度目標
設定なし

―

H28年度

単年度目標
設定なし

―

―

―

平成28年度
比増

―

―

防護面積
14ha

(H31年度)

単年度目標
設定なし

89,173

防護面積
51ha

(H31年度)

92,000

耐震強化
岸壁の整備
(H31年度)

3,650

0.10

職
員

　新門司北地区は、目標
（0m）に対し、153m整備でき
たものの、白野江地区の整備
が目標に達しなかった(整備
延長目標：60m、実績：
13m)。また、全体的に見ると
平成31年度の中期目標に対し
て事業進捗が遅れ気味である
ことから、「やや遅れ」と判
断。

順調

　市民意識調査で、市民が、
北九州市の海辺や港について
満足している割合（49.2％）
が、前年度の割合(50.3％)と
同水準で推移しており、中間
見直しにより、市民のニーズ
にあった事業を実施すること
で、その効果が見込めること
から、「順調」と判断。

　響灘南緑地(整備延長目
標：300m、実績：178m)の整
備を計画的に進めているた
め、「順調」と判断。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

遅れ

人

順調

0.40

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

順調

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港
について満足している割合
が、前年度と同水準で推移し
ている。また、平成23年度か
ら整備を開始した響灘南緑地
の整備については、計画的に
進んでいることから、「順
調」と判断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に、今後重点的
に取り組み、市民ニーズに
合った事業を行っていく必要
がある。
　また、緑地の整備について
は計画どおりに事業を進める
ため、事業費の確保と関係者
との調整が必要である。

　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に重点的に取り
組み、市民ニーズにあった事
業を実施することで本プラン
をさらに推進する。
　また、市民に安らぎや憩い
の親水空間を提供するため、
引き続き緑地整備を行う。

【評価理由】
　本市では、耐震強化岸壁を
5箇所に整備する計画であ
り、すでに2箇所の整備が完
了している。平成29年度は、
整備を計画中の西海岸地区の
工事着手に至っていないこと
から、「遅れ」と判断。

【課題】
　残る3箇所のうち、西海岸
地区を含む2箇所は、国が事
業主体となることから、国と
の連携を密にし、適正な事業
の進捗を図る必要がある。

　平成31年度の工事着手を目
指し、関係者との合意形成を
図るとともに、国との連携を
密にし、事業の進捗を図る。

【評価理由】
　平成31年度の中期目標に対
して事業進捗が遅れ気味であ
ることから、「やや遅れ」と
判断。

【課題】
　本事業は国の補助事業で実
施している。東日本大震災以
降、国は、津波対策に重点的
に予算を配分し、高潮対策へ
の配分は少ない状況である。
本市においても、市予算額に
対し国予算配分額が小さい状
況が続いており、事業進捗に
支障が生じている。

やや
遅れ

課
長
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平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

18 件 22 件
課
長

0.30 人

実
績

20 件 29 件
係
長

0.80 人

達
成
率

111.1 ％ 131.8 ％
職
員

1.50 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

1 人 6 人

達
成
率

目
標

18 件 22 件
課
長

0.30 人

実
績

20 件 29 件
係
長

0.80 人

達
成
率

111.1 ％ 131.8 ％
職
員

1.50 人

目
標

10 回 45 回
課
長

0.80 人

実
績

12 回 36 回
係
長

1.00 人

達
成
率

120.0 ％ 80.0 ％
職
員

2.00 人

Ⅳ-4-
(3)-① 
国内外か
らの観光
の推進

クルーズ船の誘
致

8

　コンベンションへの
出展や、代理店や船社
への情報提供による、
国内外のクルーズ船の
寄港を促進する。ま
た、クルーズ船寄港時
にはおもてなしイベン
ト等を展開する。

ク
ルー
ズ・
交流
課

1,339

―

8,000 4,215 11,622

8,201

1,339

105,900

2,452

【評価理由】
　外的要因による減少の一方
でクルーズ船の寄港回数が平
成28年度の3倍に増加してお
り、平成30年度以降のひびき
コンテナターミナルにおける
寄港回数の増加が見込めるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　関係機関との連絡調整を行
いつつ、寄港数増加に対応す
るとともに、寄港地観光に繋
げられるような誘致活動を行
う。

　平成29年度は、4件の目標
に対し、9件の誘致、累計で
も22件の目標を大幅に達成し
たことから、「大変順調」と
判断。

臨海部産業用地へ
の企業立地件数
（平成26年度以降
の累計）

風力発電関連施設
の立地

―

年間寄港回
数：12回
（H28年
度）

クルーズ船の寄港
数

4件
（H26年
度）

4件
（H26年
度）

エネ
ル
ギー
産業
拠点
化推
進課

響灘洋上風力発
電拠点化推進事
業

物流
振興
課

臨海部産業用地へ
の企業立地件数
（平成26年度以降
の累計）

風力発電関連産業
の新規雇用

5

Ⅳ-1-
(2)-① 
次世代自
動車産業
拠点の形
成

7
企業誘致活動事
業

6

Ⅳ-1-
(3)-① 
成長性、
経済波及
効果の高
い産業の
重点的誘
致

　港湾空港局では、響
灘地区のポテンシャル
を活かし、平成22年度
より風力発電関連産業
の集積を図る『グリー
ンエネルギーポートひ
びき』事業を進めてお
り、本事業の更なる推
進にあたっては、今後
拡大が見込まれる洋上
風力発電に対応した環
境整備が急務である。
　そこで、響灘洋上ウ
インドファームの形成
をインセンティブに関
連産業の集積を進め、
国内における“風力発
電関連産業の総合拠
点”の形成を目指す。

　臨海部産業団地の分
譲を促進するため、充
実した港湾インフラや
「環境未来都市」「グ
リーンアジア国際戦略
総合特区」など本市の
強みを活かすことので
きる企業に対し、積極
的に誘致活動を行う。

企業誘致活動事
業

　臨海部産業団地の分
譲を促進するため、充
実した港湾インフラや
「環境未来都市」「グ
リーンアジア国際戦略
総合特区」など本市の
強みを活かすことので
きる企業に対し、積極
的に誘致活動を行う。

―

単年度目標
設定なし

―

―

110人
（H31年
度）

単年度目標
設定なし

選定計画に
沿った、関
連施設の設
置に向けた

協議

―

93,140

8,201

4件増
（毎年
度）

22,700

実施済実施済

2,452

50,300

4件増
（毎年
度）

―

洋上風力発
電施設の設
置に向けた
公募実施

34,200

係
長

職
員

課
長

14,866

1.20

22,700

大変
順調

大変
順調

　船社における九州全体の寄
港調整による減少など外的要
因による影響があったため、
クルーズ船の寄港数は目標を
下回ったものの、コンテナ
ターミナルでの受け入れが開
始され、二つの港でクルーズ
船の受入ができるようになっ
たことと、船社や旅行社への
積極的な情報提供の結果、前
年度を大幅に上回ったため、
総合的に考え、「順調」と判
断。

大変
順調

順調

1.70 順調

　響灘洋上風力発電施設の設
置・運営事業者公募において
選定された事業者により、事
業は順調に実施されている。
　また、雇用の人数も増えて
おり、「順調」と判断。

人

　戦略的な企業誘致活動を継
続し、更に多くの企業誘致を
推進する。

　平成29年度は、4件の目標
に対し、9件の誘致、累計で
も22件の目標を大幅に達成し
たことから、「大変順調」と
判断。

　引き続き風力発電関連産業
の拠点の形成を目指し、確実
な事業の進捗を図っていきた
い。
　また、公募において選定さ
れた事業者と共に、洋上風力
発電事業や関連産業の集積が
円滑かつ確実に実施されるよ
う、既存事業のあり方や新規
事業について検討を行いた
い。
　あわせて戦略的な企業誘致
活動を継続し、更に多くの企
業誘致を推進する。

人

【評価理由】
　風力発電関連産業の総合拠
点の形成に向け、事業の進捗
が図られていることや、港湾
インフラなど本市の強みを活
かすことのできる企業へ積極
的に訪問し、臨海部産業用地
への企業立地件数が目標に達
したため、「順調」と判断。

【課題】
　関係者等との調整・連携の
上、洋上風力発電事業や産業
集積を確実に進めていく必要
がある。
　また、企業誘致活動におい
ては誘致件数を増やすことに
加え、用地売却による収入増
も図る必要がある。

順調 順調

物流
振興
課

人2.60

　ひびきコンテナターミナル
の利用状況を注視しつつ、今
後も海外でのクルーズ博覧会
出展やセミナー開催などを積
極的かつ効率的に行い、ク
ルーズ市場の情報収集及び船
社・旅行社への情報提供を実
施する。

【評価理由】
　港湾インフラなど本市の強
みを活かすことのできる企業
へ積極的に訪問し、臨海部産
業用地への企業立地件数が目
標を大幅に達成したため、
「大変順調」と判断。

【課題】
　誘致件数を増やすことに加
え、用地売却による収入増も
図る必要がある。

45回
（H32年
度）
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

80
%
以
上

80
%
以
上

実
績

97 ％ 98 ％

達
成
率

121.3 ％ 122.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

18 件 22 件
課
長

0.10 人

実
績

20 件 29 件
係
長

0.20 人

達
成
率

111.1 ％ 131.8 ％
職
員

0.50 人

目
標

21,000 t 24,000 t
課
長

0.30 人

実
績

8,451 t 4,880 t
係
長

0.90 人

達
成
率

40.2 ％ 20.3 ％
職
員

0.90 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.40 人

目
標

課
長

1.05 人

実
績

係
長

3.40 人

達
成
率

職
員

9.20 人

課
長

人8,650

0.10

0.60

5,150

0.30
北九州港市民Ｐ
Ｒ事業

219,879

順調

　老朽化した施設を重点的に
点検実施し、緊急度の高い施
設から補修を行うことで、施
設利用の安全性・利便性を維
持していることから、「順
調」と判断。

順調

やや
遅れ

やや
遅れ

順調

　響灘西道路は概ね計画通り
に進んでいるものの、太刀浦
地区の道路改良は地元調整の
難航等により現地着工できて
おらず、全体的には「やや遅
れ」と判断。

　広く市民に港や海に親しん
でもらい、北九州港の賑わい
を創出するため、引き続き、
北九州港内におけるイベント
を開催し、北九州港の周知・

を行う。

　戦略的な企業誘致活動を継
続し、更に多くの企業誘致を
推進する。

　平成29年度は、4件の目標
に対し、9件の誘致、累計で
も22件の目標を大幅に達成し
たことから、「大変順調」と
判断。

人

【評価理由】
　港湾インフラなど本市の強
みを活かすことのできる企業
へ積極的に訪問し、臨海部産
業用地への企業立地件数が目
標を超えたため、「大変順
調」と判断。

【課題】
　誘致件数を増やすことに加
え、用地売却による収入増も
図る必要がある。

大変
順調

人

521,067

39,041

258,022

93,769

30,000t
（H32年
度）

―

―

11

12

Ⅳ-4-
(3)-② 
にぎわい
づくりに
よる集客
交流産業
の拡充

9

ク
ルー
ズ・
交流
課

Ⅴ-1-
(3)-② 
産業拠点
の整備

空港
企画
課

Ⅴ-1-
(3)-③ 
物流拠点
の整備

響灘及び新門司
埋立地整備等事
業

整備
保全
課

―

―

整備
保全
課・
物流
振興
課

単年度目標
設定なし

―

―
企業立地の促進
（平成26年度以降
の累計）

イベント参加者の
満足度

―
安全・安心なイベ
ントの実施

単年度目標
設定なし

80％以上
（H26年
度）

港湾施設の安全性
確保及び利便性の
維持・向上

単年度目標
設定なし

航空貨物取扱量

―

12,270

―

―

港湾施設
の安全性
確保及び
利便性の
維持・向

上

―

―

―

14,706

―

港湾施設
利用者の
安全性確
保及び利
便性向上

―

　企業立地の円滑化を
図るため、響灘東及び
響灘西、並びに新門司
臨海部土地造成事業計
画に基づき、基盤整備
等を行う。

　24時間運用や税関・
検疫空港の指定など、
北九州空港の特性を活
かし、開港以来、貨物
拠点化に向け、福岡県
や苅田町などの自治体
及び地元経済団体と協
力して空港機能強化の
ための活動を行ってい
る。また、空港機能強
化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示す
ため助成制度等を活用
し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事
業者への集貨促進、空
港機能強化等を行う。

―

　岸壁や道路等の老朽
化した港湾施設につい
て、適切な改良を加
え、機能の維持・強化
を行うことにより、施
設利用者の安全性確保
及び利便性向上を図
る。

港営
課

係
長

　広く市民に港や海に
親しんでもらい、北九
州港の賑わいを創出す
るため、北九州港内で
開催される花火大会等
の支援や、各種イベン
トを実施する。

単年度目標
設定なし

12,316

―

職
員

6,90073,200 17,926

イベント
参加者の
満足度の
向上

4件増
（毎年
度）

　事故なくイベントが実施で
き、イベント参加者に実施し
たアンケートによる満足度も
98％と非常に高いものであっ
たため、「順調」と判断。

順調

　平成29年度貨物取扱量が
4,880トン（達成率20.3％）
であるが、新規貨物定期路線
の誘致に力を入れ、平成30年
度早期の就航が決定したた
め、「やや遅れ」と判断。

【評価理由】
　花火大会におけるイベント
参加者が95万人とにぎわいを
創出したことに加え、事故な
く安全に実施できた。また、
イベント参加者の満足度も向
上しているため、「順調」と
判断。

【課題】
　引き続きイベントを事故等
なく実施し、イベント参加者
の安全や満足度を確保する必
要がある。

大変
順調

19,200116,599

241,050

115,075

78,948

204,456245,344

【評価理由】
　航空貨物については、目標
年次の貨物取扱量に達してい
ないが誘致への取り組みによ
り、平成30年度から新規定期
路線が就航する。
　港湾施設の整備について
は、平成29年度に関しては難
航しているが、事業期間全体
としては計画通り進んでい
る。また、老朽化した施設が
多数であり、予防保全的な対
応にまでは至っていないもの
の、安全性・利便性を維持し
ている。
　物流基盤の整備に向けた事
業を着実に実施できたことか
ら、「順調」と判断。

【課題】
　航空貨物については、平成
30年より定期貨物便が新規就
航することから、これまで以
上に集貨に努めるとともに、
貨物が集積しやすい環境づく
り・空港の機能強化が必要で
ある。また、旅客便を利用し
た航空貨物輸送の利用促進に
ついても、積極的な取組みを
行う必要がある。
　港湾施設の整備について
は、関係者との調整等が必要
である。また、施設の老朽化
が進んでおり、利用者である
港運事業者等からも要望が多
数寄せられていることから、
適切な維持管理をさらに推進
していく必要がある。

　福岡県とともに取り組んで
きた「北九州空港将来ビジョ
ン推進強化期間（H28～
H30）」により「就航路線数
の増」、「空港利用者数の過
去最高更新」、「貨物定期路
線新規就航（平成30年6
月）」等の成果が得られた。
　これらの成果を生かし、訪
日誘客支援空港認定など、今
後大きな役割を求められてい
る北九州空港の利用促進に向
けた取組みを、福岡県とより
一層緊密に連携しながら継続
する。
　貨物については、平成30年
6月より国際貨物定期便が新
規就航し、これまで以上に広
範囲の集貨や、更なる需要の
掘り起こしに取り組み、北九
州空港の特長を最大限に活か
して、貨物拠点化の推進を積
極的に進めていく。
　港湾施設の整備について
は、港湾施設利用者の安全性
確保及び利便性向上を図るた
め、引き続き港湾施設の機能
の維持・強化を行う。また、
老朽化が進む港湾施設につい
て、引き続き健全な状態を維
持し、北九州港の利便性を向
上させるため、施設点検を着
実に実行するとともに、適切
な補修を行う取組みを拡大さ
せていく。

港湾施設整備事
業（岸壁、物揚
場、道路、橋梁
等整備）

　老朽化が進む北九州
港の港湾施設につい
て、維持管理を効果的
かつ効率的に行うこと
で、物流基盤の機能を
維持し、北九州港の競
争力確保を図る。

10

13
競争力のある港
づくり関連事業
（維持管理等）

北九州空港航空
貨物拠点化事業

港湾施設利用者の
安全性確保及び利
便性向上
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

1 人 6 人

達
成
率

目
標

21,000 t 24,000 t 課
長

0.30 人

実
績

8,451 t 4,880 t 係
長

0.90 人

達
成
率

40.2 ％ 20.3 ％
職
員

0.90 人

目
標

1
路
線

4
路
線

実
績

3
路
線

3
路
線

達
成
率

300.0 ％ 75.0 ％

目
標

3
路
線

3
路
線

実
績

2
路
線

3
路
線

達
成
率

66.7 ％ 100.0 ％

2.60

人

課
長

1.70

係
長

響灘洋上風力発
電拠点化推進事
業

30,000t
（H32年
度）

4,215 順調

　響灘洋上風力発電施設の設
置・運営事業者公募において
選定された事業者により、事
業は順調に実施されている。
　また、雇用の人数も増えて
おり、「順調」と判断。

【評価理由】
　風力発電関連産業の総合拠
点の形成に向け、事業の進捗
が図られていることから、
「順調」と判断。

【課題】
　関係者等との調整・連携の
上、洋上風力発電事業や産業
集積を確実に進めていく必要
がある。

　平成29年度貨物取扱量が
4,880トン（達成率20.3％）
であるが、新規貨物定期路線
の誘致に力を入れ、平成30年
度早期の就航が決定したた
め、「やや遅れ」と判断。

3.60

4.30

順調

人

人

【評価理由】
　航空貨物については、目標
年次の貨物取扱量に達してい
ないが誘致への取り組みによ
り、平成30年度からの新規定
期路線が就航する。
　旅客の路線数については、
全体では目標値を下回った
が、前年度からは増加してお
り、北九州空港利用者数は過
去最高を記録している。
　以上のことから空港全体と
して、「順調」と判断。

【課題】
　航空貨物については、平成
30年より定期貨物便が新規就
航することから、これまで以
上に集貨に努めるとともに、
貨物が集積しやすい環境づく
り・空港の機能強化が必要で
ある。また、旅客便を利用し
た航空貨物輸送の利用促進に
ついても、積極的な取組みを
行う必要がある。
　旅客については、新規に就
航した那覇線の利用促進・定
着を図るとともに、既存路線
の安定化やさらなる新規路線
の誘致に取り組む必要があ
る。

順調

78,948

選定計画に
沿った、関
連施設の設
置に向けた

協議

―

110人
（H31年
度）

実施済― 実施済

―

国際定期路線の維
持・拡大

―

航空貨物取扱量

4路線
（H32年
度）

6路線
（H32年
度）

Ⅴ-1-
(4)-② 
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

14

Ⅴ-2-
(1)-① 
北九州空
港の機能
拡充

16

15

洋上風力発
電施設の設
置に向けた
公募実施

―

―

　北九州市民の利便性
向上のため、国内・国
際定期便の新規就航及
び既存路線の定着を図
ることを目標に、路線
誘致・利用促進活動を
行う。

　24時間運用や税関・
検疫空港の指定など、
北九州空港の特性を活
かし、開港以来、貨物
拠点化に向け、福岡県
や苅田町などの自治体
及び地元経済団体と協
力して空港機能強化の
ための活動を行ってい
る。また、空港機能強
化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示す
ため助成制度等を活用
し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事
業者への集貨促進、空
港機能強化等を行う。

―

単年度目標
設定なし

空港
企画
課

国内定期路線の維
持・拡大

8,000

職
員

　福岡県とともに取り組んで
きた「北九州空港将来ビジョ
ン推進強化期間（H28～
H30）」により「就航路線数
の増」、「空港利用者数の過
去最高更新」、「貨物定期路
線新規就航（平成30年6
月）」等の成果が得られた。
　これらの成果を生かし、訪
日誘客支援空港認定など、今
後大きな役割を求められてい
る北九州空港の利用促進に向
けた取組みを、福岡県とより
一層緊密に連携しながら継続
する。
　貨物については、平成30年
6月より国際貨物定期便が新
規就航し、これまで以上に広
範囲の集貨や、更なる需要の
掘り起こしに取り組み、北九
州空港の特長を最大限に活か
して、貨物拠点化の推進を積
極的に進めていく。
　旅客については、既存路線
の利用促進・安定化に努める
とともに、平成30年度新規就
航の国際定期路線（務安・襄
陽・台北）を含め、国内外の
定期就航路線の拡大・安定化
に取り組んでいく。

順調

　引き続き風力発電関連産業
の拠点の形成を目指し、確実
な事業の進捗を図っていきた
い。
　また、公募において選定さ
れた事業者と共に、洋上風力
発電事業や関連産業の集積が
円滑かつ確実に実施されるよ
う、既存事業のあり方や新規
事業について検討を行いた
い。

係
長

1.80

19,200

　平成29年度より季節定期便
として那覇路線が就航した。
　また、北九州空港利用者数
も過去最高を更新した。
　以上のことから、「順調」
と判断。

やや
遅れ

人

88,950

50,30011,622

人

課
長

職
員

185,777

1.20

人

93,769

372,625 370,632

116,599

単年度目標
設定なし

―

エネ
ル
ギー
産業
拠点
化推
進課

　港湾空港局では、響
灘地区のポテンシャル
を活かし、平成22年度
より風力発電関連産業
の集積を図る『グリー
ンエネルギーポートひ
びき』事業を進めてお
り、本事業の更なる推
進にあたっては、今後
拡大が見込まれる洋上
風力発電に対応した環
境整備が急務である。
　そこで、響灘洋上ウ
インドファームの形成
をインセンティブに関
連産業の集積を進め、
国内における“風力発
電関連産業の総合拠
点”の形成を目指す。

―

―

北九州空港航空
貨物拠点化事業

北九州空港新規
路線就航促進事
業

空港
企画
課

風力発電関連施設
の立地

風力発電関連産業
の新規雇用
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

課
長

1.00 人

実
績

9,853 万t 10,150 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.2 ％ 103.0 ％
職
員

4.00 人

目
標

6
航
路

課
長

0.05 人

実
績

5
航
路

4
航
路

係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 66.7 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

9,853 万t 10,150 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.2 ％ 103.0 ％
職
員

4.00 人

―

前年
(5航路)比

増加

前年比増加

―

Ⅴ-2-
(1)-③ 
環境配慮
型物流の
推進

20
北九州港集貨航
路誘致事業

　国内外の荷動きや物
流事業について、企業
訪問などにより情報収
集を行うとともに、セ
ミナーの開催や様々な
媒体を利用してのPR及
び官民一体となった
ポートセールス活動な
どを通じて、北九州港
への集貨・航路誘致を
行う。

順調

【評価理由】
　海上出入貨物取扱量は前年
比3％（297万t）増の1億150
万tとなった。また、コンテ
ナ貨物量は前年比5.6％増、
過去最高の546,182TEUとなっ
た。
　国際RORO航路については、
平成28年度の5航路から4航路
に減少したが、貨物取扱量は
大幅に増加した。
　平成23年度から整備を行っ
ている太刀浦埠頭のコンテナ
ヤード舗装補修については、
概ね計画どおり進んでおり、
以上のことから、「順調」と
判断。

【課題】
　北九州港への集貨・航路誘
致を進めるため、民間の新規
ニーズにも柔軟に対応しつ
つ、港湾施設のさらなる利活
用促進を図る必要がある。
　また、荷役作業の安全性確
保と効率化を図るため、関係
者等との調整が必要である。

物流
振興
課

2航路
（H26
年）

9,998万t
(H23年)

10,900万t
(H31年)

前年比増加

6航路
（H30
年）

Ⅴ-2-
(1)-② 
港湾の国
際競争力
の強化

180,753158,877

28,790

9,000 3,734

66,185

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、物流事業者や荷主企業、
船社等に対してPRを行うこと
で、新規航路の誘致やモーダ
ルシフトを推進し、北九州港
の利用促進を図る。
　中古車輸出に対応するため
の誘致を継続するとともに、
アジア地域との国際RORO航路
の誘致を推進する。
　また、荷役作業の安全性確
保と効率化を図るため、引き
続きコンテナヤード等の整備
を実施する。

順調

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物取
扱量は前年比3％（297万t）
増の1億150万tとなった。ま
た、コンテナ貨物量は前年比
5.6％増、過去最高の
546,182TEUとなったため、
「順調」と判断。

　荷役作業安全性確保と効率
化を図るためのコンテナヤー
ド舗装補修が概ね計画通りに
進んでいる(目標：12,300
㎡、実績：10,900㎡)ことか
ら、「順調」と判断。

順調　国際RORO航路数は、平成28
年度の5航路から4航路に減少
したが、貨物取扱量は大幅に
増加したため、「順調」と判
断。

順調

3,650

55,500

4,825

28,790

200,000

5,378

順調

前年
(9,933万
ｔ)比増加

10,900万t
(H31年)

55,500

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、物流事業者や荷主企業、
船社等に対してPRを行うこと
で、新規航路の誘致やモーダ
ルシフトを推進し、北九州港
の利用促進を図る。

66,185

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

9,998万t
(H23年)

　国内外の荷動きや物
流事業について、企業
訪問などにより情報収
集を行うとともに、セ
ミナーの開催や様々な
媒体を利用してのPR及
び官民一体となった
ポートセールス活動な
どを通じて、北九州港
への集貨・航路誘致を
行う。

　太刀浦コンテナター
ミナル内の舗装の損傷
が著しい箇所について
補修を行うとともに、
未舗装の荷さばき地、
野積場について舗装を
行うことで、荷役作業
の安全性確保と効率化
を図る。

国際RORO航路数

北九州港海上出入
貨物取扱量

荷役作業の安全性
確保と効率化

整備
保全
課

物流
振興
課

― ―

コンテナ
ヤード等
の整備

(H31年度)

前年
(9,933万
ｔ)比増加

太刀浦埠頭用地
整備事業

物流
振興
課

31,793 順調

【評価理由】
　海上出入貨物量は前年比
3％（297万t）増の1億150万t
となった。また、コンテナ貨
物量は前年比5.6％増、過去
最高の546,182TEUとなり物流
の推進を着実に実施できてい
ることから、「順調」と判
断。

【課題】
　北九州港への集貨・航路誘
致を進めるため、民間の新規
ニーズにも柔軟に対応しつ
つ、港湾施設のさらなる利活
用促進を図る必要がある。

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物取
扱量は前年比3％（297万t）
増の1億150万tとなった。ま
た、コンテナ貨物量は前年比
5.6％増、過去最高の
546,182TEUとなったため、
「順調」と判断。

31,793

　完成自動車の輸出や
自動車部品輸入等の
シームレス物流に必要
な国際RORO航路を誘致
し、臨海部における自
動車関連産業等の物流
拠点化の促進及び北九
州港の取扱量拡大を図
る。

国際ＲＯＲＯ航
路誘致事業

北九州港集貨航
路誘致事業

北九州港海上出入
貨物取扱量

19

18

17
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

1
路
線

4
路
線

実
績

3
路
線

3
路
線

達
成
率

300.0 ％ 75.0 ％

目
標

3
路
線

3
路
線

実
績

2
路
線

3
路
線

達
成
率

66.7 ％ 100.0 ％

目
標

課
長

1.00 人

実
績

9,853 万t 10,150 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.2 ％ 103.0 ％
職
員

4.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

人

人

職
員

人
係
長

4.30

2.50

係
長

職
員

1.50

人

39,500

課
長

0.50

3.60

―

前年比増加

物流
振興
課

　北九州港内の航路・
泊地の整備及び維持か
ら発生する浚渫土砂、
市民生活や市内中小企
業の産業活動から発生
する廃棄物等を最終的
に処分する海面処分場
（響灘東地区処分場)
を整備する。

Ⅵ-3-
(1)-② 
適正な廃
棄物の処
理

23

土砂処分場の確保

北九州空港新規
路線就航促進事
業

　国内外の荷動きや物
流事業について、企業
訪問などにより情報収
集を行うとともに、セ
ミナーの開催や様々な
媒体を利用してのPR及
び官民一体となった
ポートセールス活動な
どを通じて、北九州港
への集貨・航路誘致を
行う。

　北九州市民の利便性
向上のため、国内・国
際定期便の新規就航及
び既存路線の定着を図
ることを目標に、路線
誘致・利用促進活動を
行う。

単年度目標
設定なし

―

廃棄物処分場の確
保

単年度目標
設定なし

―

―

―

―

単年度目標
設定なし

順調

66,185

1.80
課
長

839,533 順調

人

88,950

人

372,625

55,500

国際定期路線の維
持・拡大

国内定期路線の維
持・拡大

―
6路線

（H32年
度）

31,793 28,790

浚渫土砂
の受入開

始
(H35年度)

廃棄物の
受入開始
(H34年度)

―

4,994,2851,238,000

―

10,900万t
(H31年)

前年
(9,933万
ｔ)比増加

185,777

　平成29年度より季節定期便
として那覇路線が就航した。
　また、北九州空港利用者数
も過去最高を更新した。
　以上のことから、「順調」
と判断。

単年度目標
設定なし

― ―

　福岡県とともに取り組んで
きた「北九州空港将来ビジョ
ン推進強化期間（H28～
H30）」により「就航路線数
の増」、「空港利用者数の過
去最高更新」、「貨物定期路
線新規就航（平成30年6
月）」等の成果が得られた。
　これらの成果を生かし、訪
日誘客支援空港認定など、今
後大きな役割を求められてい
る北九州空港の利用促進に向
けた取組みを、福岡県とより
一層緊密に連携しながら継続
する。
　旅客については、既存路線
の利用促進・安定化に努める
とともに、平成30年度新規就
航の国際定期路線（務安・襄
陽・台北）を含め、国内外の
定期就航路線の拡大・安定化
に取り組んでいく。
　北九州港集荷航路誘致にお
いても、引き続き官民一体と
なったポートセールス活動を
通じて、物流事業者や荷主企
業、船社等に対してPRを行う
ことで、新規航路の誘致や
モーダルシフトを推進し、北
九州港の利用促進を図る。

　処分場の護岸築造工事（目
標：190m、実績：280m)を計
画的に進めていることから、
「順調」と判断。

370,632

4路線
（H32年
度）

北九州港海上出入
貨物取扱量

―

Ⅴ-3-
(2)-① 
都市基
盤・施設
の有効活
用

9,998万t
(H23年)

響灘東地区処分
場整備事業

整備
保全
課

空港
企画
課

順調

順調

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物取
扱量は前年比3％（297万t）
増の1億150万tとなった。ま
た、コンテナ貨物量は前年比
5.6％増、過去最高の
546,182TEUとなったため、
「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　旅客の路線数については、
全体では目標値を下回った
が、前年度からは増加してお
り、北九州空港利用者数は過
去最高を記録している。
　また、海上出入貨物量は前
年比3％（297万t）増の1億
150万tとなった。また、コン
テナ貨物量は前年比5.6％
増、過去最高の546,182TEUと
なった。
　以上のことから都市基盤・
施設の有効活用が進んでいる
ため、「順調」と判断。

【課題】
　旅客については、新規に就
航した那覇線の利用促進・定
着を図るとともに、既存路線
の安定化やさらなる新規路線
の誘致に取り組む必要があ
る。
　また、北九州港への集貨・
航路誘致を進めるため、民間
の新規ニーズにも柔軟に対応
しつつ、港湾・空港施設のさ
らなる利活用促進を図る必要
がある。

【評価理由】
　処分場の護岸築造工事に着
手し、計画通りの工程で進ん
でいるため、「順調」と判
断。

【課題】
　既存処分場が満杯となるま
でに、確実に整備する必要が
ある。

　計画通りに事業を進めるた
めに、各工程について遅滞の
ないよう進捗管理を行う。

北九州港集貨航
路誘致事業

21

22
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

課
長

0.20 人

実
績

50.3 ％ 49.2 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

96.0 ％ 97.8 ％
職
員

0.60 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

50.3 ％ 49.2 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

96.0 ％ 97.8 ％
職
員

0.60 人

目
標

21,000 t 24,000 t 課
長

0.30 人

実
績

8,451 t 4,880 t 係
長

0.90 人

達
成
率

40.2 ％ 20.3 ％
職
員

0.90 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

9,853 万t 10,150 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.2 ％ 103.0 ％
職
員

4.00 人

1,1151,407

35.6％
(H23年
度)

平成28年
度比増

　H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」（H28年11月
中間見直し）における
2つの目標（「利用で
きる海辺を増やす」
「親しまれる度合いを
高める」）を実現する
ための様々な取り組み
について、その検証及
びプランの進捗管理等
を行う。

75％
(H32年
度)

平成28年
度比増

35.6％
(H23年
度)

計画
課

Ⅵ-4-
(1)-② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

24

―航空貨物取扱量

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

平成27年度
（52.4％）

比増

平成27年度
（52.4％）

比増

前年比増加

66,185 28,790

93,769 78,948

1,407 1,115

75％
(H32年
度)

1,217

30,000t
（H32年
度）

　市民意識調査で、市民が、
北九州市の海辺や港について
満足している割合（49.2％）
が、前年度の割合(50.3％)と
同水準で推移しており、中間
見直しにより、市民のニーズ
にあった事業を実施すること
で、その効果が見込めること
から、「順調」と判断。

　市民意識調査で、市民が、
北九州市の海辺や港について
満足している割合（49.2％）
が、前年度の割合(50.3％)と
同水準で推移しており、中間
見直しにより、市民のニーズ
にあった事業を実施すること
で、その効果が見込めること
から、「順調」と判断。

順調1,217

　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に、重点的に取
り組み、市民ニーズにあった
事業を実施することで本プラ
ンをさらに推進する。

　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に、重点的に取
り組み、市民ニーズにあった
事業を実施することで本プラ
ンをさらに推進する。

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港
について満足している割合
が、前年度と同水準で推移し
ていることから、「順調」と
判断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に、今後重点的
に取り組み、市民が身近に自
然を感じられるような事業を
行っていく必要がある。

順調9,300

【評価理由】
　航空貨物については、目標
年次の貨物取扱量に達してい
ないが誘致への取り組みによ
り、平成30年度から新規定期
路線が就航する。
　海上出入貨物取扱量につい
ては前年比3％（297万t）増
の1億150万tとなった。ま
た、コンテナ貨物量は前年比
5.6％増、過去最高の
546,182TEUとなった。
　充実した物流基盤を活用し
た物流振興の実現に向けた成
果が見られている。
　以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　航空貨物については、平成
30年より定期貨物便が新規就
航することから、これまで以
上に集貨に努めるとともに、
貨物が集積しやすい環境づく
り、空港の機能強化が必要で
ある。また、旅客便を利用し
た航空貨物輸送の利用促進に
ついても、積極的な取組みを
行う必要がある。
　また、北九州港への集貨・
航路誘致を進めるため、民間
の新規ニーズにも柔軟に対応
しつつ、港湾施設のさらなる
利活用促進を図る必要があ
る。

　福岡県とともに取り組んで
きた「北九州空港将来ビジョ
ン推進強化期間（H28～
H30）」により「就航路線数
の増」、「空港利用者数の過
去最高更新」、「貨物定期路
線新規就航（平成30年6
月）」等の成果が得られた。
　これらの成果を生かし、訪
日誘客支援空港認定など、今
後大きな役割を求められてい
る北九州空港の利用促進に向
けた取組みを、福岡県とより
一層緊密に連携しながら継続
する。
　貨物については、平成30年
6月より国際貨物定期便が新
規就航し、これまで以上に広
範囲の集貨や、更なる需要の
掘り起こしに取り組み、北九
州空港の特長を最大限に活か
して、貨物拠点化の推進を積
極的に進めていく。
　北九州港集貨航路誘致につ
いては、引き続き、官民一体
となったポートセールス活動
を通じて、物流事業者や荷主
企業、船社等に対してPRを行
うことで、新規航路の誘致や
モーダルシフトを推進し、北
九州港の利用促進を図る。

順調9,300

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港
について満足している割合
が、前年度と同水準で推移し
ていることから、「順調」と
判断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に、今後重点的
に取り組み、市民が自然とふ
れあえるような事業を行って
いく必要がある。

順調

順調

順調

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物取
扱量は前年比3％（297万t）
増の1億150万tとなった。ま
た、コンテナ貨物量は前年比
5.6％増、過去最高の
546,182TEUとなったため、
「順調」と判断。

やや
遅れ

　平成29年度貨物取扱量が
4,880トン（達成率20.3％）
であるが、新規貨物定期路線
の誘致に力を入れ、平成30年
度早期の就航が決定したた
め、「やや遅れ」と判断。

19,200

55,500

116,599

31,793
10,900万t
(H31年)

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

　国内外の荷動きや物
流事業について、企業
訪問などにより情報収
集を行うとともに、セ
ミナーの開催や様々な
媒体を利用してのPR及
び官民一体となった
ポートセールス活動な
どを通じて、北九州港
への集貨・航路誘致を
行う。

北九州港海上出入
貨物取扱量

物流
振興
課

26

Ⅵ-4-
(1)-③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

　H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」（H28年11月
中間見直し）における
2つの目標（「利用で
きる海辺を増やす」
「親しまれる度合いを
高める」）を実現する
ための様々な取り組み
について、その検証及
びプランの進捗管理等
を行う。

Ⅶ-2-
(2)-① 
充実した
物流基盤
を活用し
た物流振
興

25

北九州港集貨航
路誘致事業

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

計画
課

　24時間運用や税関・
検疫空港の指定など、
北九州空港の特性を活
かし、開港以来、貨物
拠点化に向け、福岡県
や苅田町などの自治体
及び地元経済団体と協
力して空港機能強化の
ための活動を行ってい
る。また、空港機能強
化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示す
ため助成制度等を活用
し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事
業者への集貨促進、空
港機能強化等を行う。

27

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

前年
(9,933万
ｔ)比増加

9,998万t
(H23年)

空港
企画
課

北九州空港航空
貨物拠点化事業
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

3,553
万
人

達
成
率

97.6 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

218
万
人

達
成
率

123.2 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

　北九州都市圏域は多様な観
光資源等、高いポテンシャル
を有しているが、その魅力が
まだ認知されていない。
　地方創生推進交付金事業と
しては、平成30年度で終了予
定であるが、事業によって得
られた成果を生かしながら、
圏域の魅力発信を行い、空の
玄関口である北九州空港の利
用促進につなげていく。

人

順調

　北九州都市圏域内への観光
客数及び宿泊者数は集計中で
はあるが、北九州空港の利用
者数が過去最高を更新したた
め、事業に一定の成果があっ
たと考えられる。
　以上のことから、「順調」
と判断。

順調

【評価理由】
　北九州都市圏域内への観光
客数及び宿泊者数は集計中で
はあるが、北九州空港の利用
者数が過去最高を更新したた
め、事業に一定の成果があっ
たと考えられる。
　きりんエリアのPRによっ
て、県内周辺市町との広域連
携の推進が図られている。
　以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　北九州都市圏域は多様な観
光資源等、高いポテンシャル
を有しているが、その魅力が
まだ認知されていない。圏域
の魅力発信を行い、空の玄関
口である北九州空港の利用促
進につなげていく必要があ
る。

人

人

Ⅶ-3-
(1)-① 
県内周辺
市町村と
の広域連
携推進

28

北九州空港を利
用した「きり
ん」エリアの魅
力発信事業

空港
企画
課

　北九州空港を基点と
した北九州都市圏域の
魅力を発信するため、
周遊マップの作成、プ
ロモーション、ファム
ツアーを実施する。

178.6万人
（H31年
度）

3,658万人
（H31年
度）

―20,000

0.10

0.10

職
員

課
長

0.10

係
長

　首都圏～関西までのいわゆ
る「ゴールデンルート」など
国内の他の人気の観光地か
ら、できるだけ北九州をはじ
めとした九州地域に目を向け
てもらえるよう、引き続き近
隣の他空港と連携して、北九
州空港の利用促進活動を行っ
ていく。

順調

―

―

2,900

―

―

―

―

集計中

―

―

20,000

集計中

― ―

北九州都市圏域内
の宿泊者数

―

―

【評価理由】
　台湾・高雄からのインバウ
ンドチャーター便において、
鹿児島空港発着便との連携を
行ったため、「順調」と判
断。

【課題】
　他空港とは、集客面で激し
く競争を繰り広げており、連
携するにはハードルがある。―

― ――― ―

北九州都市圏域内
への観光客数

―

Ⅶ-3-
(2)-③
九州地域
の空港の
連携

29
【施策評価のみ】
九州地域の空港
の連携

空港
企画
課

【施策の内容】
　北九州空港の集客力
と来訪者の回遊性を向
上させるため、九州地
域の各空港との連携強
化を図る。
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